
（別添） 

 

特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則の一部を改正する案について 

 

環  境  省 

経 済 産 業 省 

国 土 交 通 省 

 

１．改正の背景 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

（平成 27 年法律第 50 号。以下「第５次地方分権一括法」という。）により、特定特殊自動車排出ガスの

規制等に関する法律（平成 17 年法律第 51 号。以下「オフロード法」という。）について、国の地方支分

部局が担ってきた特定特殊自動車の使用者に対する以下の事務を、自治事務として都道府県に移譲

する改正が平成 29 年４月１日から施行されます。（ただし、「③報告徴収及び立入検査」については、

引き続き国も実施できる。） 

① 技術基準適合命令（オフロード法第 18 条） 

② 業として使用する者に対する指導及び助言（オフロード法第 28 条第２項） 

③ 報告徴収及び立入検査（オフロード法第 29 条第１項及び第２項） 

環境省、経済産業省及び国土交通省では、オフロード法改正にともない必要な事項を定めるため

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」（平成 18年経済産業省・国土交通省・環

境省令第１号）の一部を以下のとおり改正することとします。 

 

２．改正の内容 

 （１）技術基準適合命令等をしたときに都道府県知事が主務大臣へ報告する事項 

第５次地方分権一括法によるオフロード法改正で、都道府県知事が特定特殊自動車の使用者

に対し、「技術基準適合命令」、「指導及び助言」、「報告徴収」及び「立入検査」（以下「命令等」と

いう。）をしたときは、その内容を主務大臣に報告することが定められました。 

この報告について、速やかに、次に定める事項を記載した報告書を主務大臣に提出して行うも

のとします。 

一 「技術基準適合命令」、「指導及び助言」、「報告徴収」又は「立入検査」の別 

二 命令等の相手方の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

三 命令等に係る特定特殊自動車の所在場所 

四 命令等に係る特定特殊自動車の車名及び型式 

五 命令等に係る特定特殊自動車の製造番号その他当該特定特殊自動車を識別することがで

きる事項 

六 命令等の内容 

七 命令等をした日 

八 その他参考となる事項 

 （２）法第 17 条ただし書きの確認証の提示 

オフロード法施行規則第 22 条第５項では、特定特殊自動車の使用者は国の職員からオフロー

ド法第 17 条ただし書きの確認証の提示を求められたときは提示しなければならない旨定められて

います。 



第５次地方分権一括法によるオフロード法改正で、都道府県の職員も立入検査を行うことがで

きることとなりましたので、特定特殊自動車の使用者は、国の職員に加え都道府県の職員からオ

フロード法第 17 条ただし書きの確認証の提示を求められたときは提示しなければならないこととし

ます。 

 （３）立入身分証の様式 

オフロード法では、立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示し

なければならない旨定めています。 

第５次地方分権一括法によるオフロード法改正で、都道府県の職員も立入検査できることとなり

ましたので、身分証の発行者に「都道府県知事」を加えます。 

新 旧 

様式第23（立入りの身分証明書）（第34条

関係） 
（表） 

第   号 

 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律第 30 条第

５項の規定による身分証明書 

 

官職及び氏名 

年  月  日生 

年  月  日発行 

 

 

主務大臣（地方支分部局長・都道府県知事） 印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 

 

様式第23（立入りの身分証明書）（第34条

関係） 
（表） 

第   号 

 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律第 29 条第

３項の規定による身分証明書 

 

官職及び氏名 

年  月  日生 

年  月  日発行 

 

 

主 務 大 臣 
印 

地方支分部局長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 

 
 

 

 （４）その他 

オフロード法改正の施行に伴う条・項ずれの手当等所要の規定の整備を行う。 

 

 

３．スケジュール 

 公布日 ： 平成２８年１０月上旬（予定） 

 施行日 ： 平成２９年４月１日 

 


